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国は統一地方選挙後に動き出す！　　地域で情報の収集を！　　 
国会において、２０００年に僅か３日という審議で、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」、いわゆる地層処分の実施に関する法律を可決し、２００２年から処分実施主体・ＮＵＭＯが、全国の自治体に対し処分地確保に向けた文献調査の公募を開始しています。　この基本となったのが、１９９８年５月２９日付けの「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方について」（原子力委員会・高レベル放射性廃棄物処分懇談会）です。その中の「実施主体のあり方」には、「国が直接事業を行うことが適切であるという考え方がある。… しかし、この場合発生者負担の原則が不明瞭になり、また国が事業の実施と監督をともに行うという問題点がある。」との指摘があります。また、「国・地域レベルでの検討・調整の機能」でも、「国レベルでは、処分事業の振興に応じて各段階でチェックする機能が重要となる。まず、国は、実施主体による処分地の選定過程や活動を監視するとともに、技術面については処分の安全性の観点から見た妥協性について各段階で検討する制度と体制を整えるべきである。」とも記載されています。　近年、国は、原子力発電推進強化策をとりまとめ、公募および申し入れにより、早期に複数の自治体で処分地確保に向けた文献調査を実施しようと動きだしています。経済産業省資源エネルギー庁・放射性廃棄物対策等室長は、「国による申し入れが基本」と電気新聞で決意を表明しました。　市町村にとっては、国からの申し入れを、断った場合に不利益を被るのではないかと、不安であると同時に、受けれれば優遇してくれるのではと期待感がそそられることが予想できます。自らの政治生命をかける覚悟で、申し入れを受入れなければならないことは、これまでの実態で明らかです。問題は、国による処分地の選定過程やその活動を、どうやって国が監視できると言うのかです。常識的に考えれば、原子力発電推進に向けた国の処分地選定行為を、その本人が公平に監視・指導することはあり得ません。原子力発電推進のため、地層処分推進のために国は自作自演することは明らかでしょう。犯人と裁判官が同一人物というコメディー映画であれば、フィクションとして許されるでしょうが、ことは、半永久的に生命体に悪影響を及ぼす危険性のある高レベル放射性廃棄物の処分事業です。実証不可能な技術を使った地層処分（ノンフィクション）を、本当に私たちは行ってしまってよいのでしょうか。

原発推進は間違い！　　　巨大発電・電力独占から小型地方分散型を！　
　東北沖巨大地震により亡くなられた皆様のご冥福をお祈りするとともに、ご遺族の皆様に心からお悔やみ申し上げます。合わせて、被災された皆様に心からお見舞いを申し上げます。

　私たちが心配する事態が起きてしまい本当に残念で仕方ありません。「停止、冷却、閉じ込め」出来ると推進された原発。東北地域には、東北電力・女川原発（３基/宮城），同電力及び東京電力・東通原発（１基/青森），東京電力福島第１原発（６基/双葉町），福島第２原発（４基/富岡町），日本原子力発電・東海第二原発（１基/茨城）の合計１５基の沸騰水型原子炉が設置されています。また、茨城県東海村には、原子力機構の再処理工場及び高レベル放射性液タンク、高レベルを含む核廃棄物貯蔵管理施設と核研究施設があります。ここが今月11日、巨大地震・大津波に襲われてしまいました。福島第１原発では、核燃料棒破損「溶融」、冷却不完全、放射能閉じ込不全、水素爆発という危機的状況が起こっています。これが指摘してきた原発の危険性であり、今まさに起こっているばかりか、余談を許さない状態です。既に、セシウム、ヨウ素などは検出され、またもや地域住民が被ばくの犠牲となりました。地震で逃げ道を奪われ、そこが放射能に汚染されれば被ばくは避けられません。同時に、放射能汚染地域の救助となれば大変困難となり二次災害は避けられません。また、発電供給量が大きい原発停止は電力不足となります。地震災害時に、数十キロ範囲の住民避難を引き起こす原発の推進はやめるべきです。同時に、一局集中発電から小規模・地方分散型のクリーン発電こそ、求められています。
















